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公益法人等の金融資産収益に対する課税 (<特集>国
際関係と日本の諸問題)




































































































































































































① 物品販売業 ⑱ 代理業
② 不動産販売業 ⑲ 仲立業
③ 金銭貸付業 ⑳ 問屋業
④ 物品貸付業 ◯２１ 鉱業
⑤ 不動産貸付業 ◯２２ 土石採取業
⑥ 製造業 ◯２３ 浴場業
⑦ 通信業 ◯２４ 理容業
⑧ 運送業 ◯２５ 美容業
⑨ 倉庫業 ◯２６ 興行業
⑩ 請負業 ◯２７ 遊技所業
⑪ 印刷業 ◯２８ 遊覧所業
⑫ 出版業 ◯２９ 医療保険業
⑬ 写真業 ◯３０ 技芸教授業
⑭ 席貸業 ◯３１ 駐車場業
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認 定 NPO 法
人は公益法人
等と同じ

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（１２） 植松守雄『４訂版 注解 所得税法』（大蔵財務協会，平成１７年１月）２６，
２７頁
（１３） 法人税法６８条１項
（１４） 所得税法別表第１第１号に掲げる公共法人等
（１５） 所得税法第１１条
（１６） 所得税法第１１条
（１７） 三木秀夫．岡村英恵．中務裕之．荒木康弘．長井庸子「NPO 法人の設立と
運営 Q&A」清文社，２００５
（１８） ①営利を目的としない②社員が１０人以上存在する③社員の資格の得喪に関
し不当な条件を付さない④報酬を受ける役員が役員総数の３分の１以下であ
る⑤宗教活動，政治活動，特定の公職の候補者等又は政党等を支持・反対す
る活動を主たる目的としないことである。
（１９） NPO 法第２条（定義）２項
（２０） NPO 法第２条（定義）２項①保健・医療又は福祉の増進，②社会教育の推
進，③まちづくりの推進，④学術・文化・芸術又はスポーツの振興，⑤環境
の保全，⑥災害救援，⑦地域安全，⑧人権の擁護又は平和の推進，⑨国際協
力，⑩男女共同参画社会の形成の促進，⑪子どもの健全育成，⑫情報化社会
の発展，⑬科学技術の振興，⑭経済活動の活性化，⑮職業能力の開発又は雇
用機会の拡充支援，⑯消費者の保護，⑰上記の活動を行う団体の運営又は活
動に関する連絡・助言又は援助，の各活動
（２１） NPO 法第２条（定義）１項
（２２） 法人税法第２条第６号・公益法人等の定義
（２３） NPO 法第４６条
（２４） 法人税法第３７条第４項，第５項
（２５） 法人税法第６６条第１項，第２項
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１８３
（２６） 赤塚和俊『NPO 法人の税務』（花伝社，２００２．１２）３０頁
（２７） 措置法６８条の６
（２８） 措置法６６条の１１の２，３項
（２９） イ 宗教活動，政治活動，特定の公職者又は政党を推薦・支持又は反対す
る活動を行っていないこと。ロ 役員，社員又は寄付者等に特別の利益を与
えないこと及び営利を目的とした者等に寄付を行っていないこと。ハ 実績
判定期間における特定非営利活動に係る事業費が総事業費の８０％以上である
こと。ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の７０％以上を特定非営利活
動に係る事業費に充てていること。ホ 助成金の支給を行った場合には，事
後に一定の書類を国税庁長官に提出していること。へ 海外への送金又は金
銭の持出（２００万円以下のものを除く）を行う場合には，事前に一定の書類を
国税庁に提出していること（災害援助等の場合には，事後遅滞なく一定の書
類を国税庁長官に提出）。
（３０） 措置法６６条の１１の２，１項
（３１） 藤谷武史「非営利法人の所得課税－機能的分析の試み－」ジュリスト No
１２６５（２００４．１）１２３－１３頁
（３２） 金子宏「租税法における所得概念の構成」（『所得概念の研究』有斐
閣，１９９６）１１４頁には，「何らかの原理によって納税者相互間の利害対立を
調整しない限り，租税制度は弱肉強食の世界となり，無秩序と混乱がそれを
支配することになろう。公平負担の観念は，このような納税者集団相互間の
利害の対立を合理的に調整するための原理としては，おそらく考えられる唯
一のもの」と指摘されている。
（３３） 利他とは，広辞苑によると，自分を犠牲にして他人に利益を与えること他
人の幸福を願うことである。
（３４） 一方，寄附金控除が得られない寄附金については，拠出者の税引後所得で
あるから，株式の払込金と同じで，これが事業に投入されても不公正競争の
問題は生じない。
（３５） 雨宮孝子「３章 日本の非営利法人制度の現状」塚本一郎・古川俊一・雨
宮孝子『NPO と新しい社会デザイン』（同文舘出版，平成１６年１２月）８９頁
（３６） 知原信良「非営利組織の課税問題」ジュリスト No１２６１（２００４．２）１７５－１８３
頁
（３７） 財団法人である病院は，同じ医療活動を行ってもその収入は非課税であ
り，また，医療生活協同組合は，２２％の軽減税率が適用されている。一般の
医療法人が行う医療活動については，普通法人としての３０％の税率が適用さ
れる。
（３８） 朝永英樹「法人所得の意義と法人税の納税義務者に関する基本的な考え方」
税大論叢（５１号）３２頁
（３９） 石村耕治『日米の公益法人課税法の構造』（成文堂，平成４年１１月）８５頁
（４０） 「民法制定にかかわった梅謙次郎の教科書に寄れば，既に規定のあった明
研究年報 社会科学研究 第２９号（２００９年２月１５日）
１８４
治１１年の社寺取扱概則や明治１９年の諸学校通則なども政府特許主義を採用し
ていた。」雨宮孝子「民法１００年と公益法人制度」公益法人（１９９８，８）１０－１５
頁
（４１） 渡辺淑夫『公益法人課税の理論と実務』（財経詳報社，平成６年１０月）７，８
頁
（４２） 石村耕治『日米の公益法人課税法の構造』（成文堂，平成４年１１月）８５頁
（４３） 堀田力「公益法人税制改革の問題点とあり方」税研（２００６，１）３６頁
（４４） 渡辺淑夫「市民活動団体の法人化に伴う税制上の問題点と国際比較に関す
る一考案」青山経営論第３２巻３号（１９９７，１１）
（４５） 山下徳夫「中間法人創設と法人課税のあり方」税務大学校『税大論叢第４０
号』（２００２年）１５８－１６０頁を参照。
（４６） 成松洋一『法人税セミナー』（税務経理協会，平成１３年６月）２頁
（４７） 前掲注４６，成松（平成１３年６月）２頁
（４８） 橋本徹・古田精司・本間正明『公益法人の活動と税制』（清文社，昭和６１年
１０月）３９頁
（４９） 前掲注４８，橋本・古田・本間（昭和６１年１０月）４０頁
（５０） 上松公雄「非営利法人課税研究特別委員会最終報告」税務会計研究学会『税
務会計研究・第１６号平成１７年－中小会社会計基準と税務会計－』（第一法規，
H１７．９）２１２頁
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